



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































? ????????????? ? ? ??????????? ????
?????
1
???
??
???????…
?
??
?? 「「 ?????????
?????
l
?????O
O
3
O．5　3．2
単一制国家
　ベルギー
　デンマーク
　フィンランド
　フランス
　ギリシャ
　アイルランド
　イタリア
　日本
　ルクセンブルグ
　オランダ
　ノルウェー
　ポルトガル
　スペイン
　スウェーデン
　イギリス
　単純平均値
77．9
93．3
99．9
16．6
71．7
57．0
82．5
90．1
55．0
34．5
99．7
54．3
6．8
0．9
33．3
100
24．7
4．2
74．3
6．7
1．0
19．6
100
28．6
7．6
??
??
4．2
O．1
5．1
9．3
12．6
0．4
24．6
！2．4
14．6
0．2
3．6
16．3
0．1
8．8
9．6
???
?
?
?
4．6
5．9
???????」
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（資料）OECD，　Revenue　Statistics　of　OECD　Member　Countries：1965－1987，（OECD　Paris　l988），　Table123，　Table125．
注1：この国際比較ではECへの拠出金を除く。
注2：単一制国家の単純平均値にはギリシャJイタリアの数値は含まない。
注3：イタリアは1980の数値。
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アメリカ，アイルランド，オランダの諸国においても見られる。概してイギ
リスならびに旧植民地は不動産課税に深く依存していることが窺われる。こ
れにたいしてスカンディナビア諸国ではスウェーデンの92．9％を筆頭に地方
所得税のウェートがきわめて高く，アングロサクソン系の諸国ときわめて対
照的である。一方，日本，フランス，ポルトガル，スペインは両者の中間と
もいうべく，所得，財産，消費という多様な税源に分散した構造をもってい
る。いずれにせよレイトに深く依存したイギリスの地方財政は，地方税の所
得税への参与という国際的潮流の中で孤立している。
結 語
　「地方経費膨張」という事実はたしかに「集中過程」説の予測し得なかっ
た支出配分における地方の相対的増大を浮き彫りにした。地方政府の主たる
機能は広義の社会費のうち非貨幣的給付にかかわる対人サービスである。地
　　　　　s方政府は労働集約的であり，相対価格効果がより強力に作用する。しかし中
央政府は政府間移転支出の急速な拡大を通じて，地方政府の機能を財政的に
ファイナンスしてきた。特定補助金は一般補助金化ないし財政調整制度に
よって補完されている。税源配分という角度から見た場合「集中過程」は貫
徹していると見なければならないが（23），伝統的な地方自治の要求をある程度
みたしており，素朴な中央集権とは異なる。比例的な物税（固定資産税な
ど）の比重は低下しており，所得税タイプの地方税によっておぎなわれてい
る。これを要するに，問題は「集中過程」説ないしポーピッツの「法則」の
是非ではなく，現代地方財政にそくしていかにそれを豊富化するかにある。
これが小論の結論である。
（23）　「中央集権化法則」を論ずる場合，経費面だけでなく，税収面も論ずる必要があり，
　とりわけ市町村税の総税収入に占める割合の推移を検討しなくてはならない。この問
　題については他日を期したい。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1990年9月30脱稿）
［付記］本研究にあたり佐藤進，吉田震太郎，伊東弘文の各教授より詳細な
コメントをいただいた。記して謝意を表したい。積み残した諸問題について
は他日を期したい。
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